
1

中央省庁業務継続ガイドラインについて

１．経緯と背景

２．業務継続計画とは
業務継続計画とは、首都直下地震のように中央省庁自体も被災により機能低下し、ヒト、モノ、情報及びライフライン等利用

できる資源に制約がある状況下において、優先実施すべき業務（非常時優先業務）を特定するとともに、業務実施に必要な資

源の確保・配分や、そのための手続きの簡素化、指揮命令系統の

明確化等について必要な措置を講じることにより、下図に示すよ

うに、業務立ち上げ時間の短縮や発災直後の業務レベルの向上

を図り、適切な業務執行を行うことを目的とした計画。

３．中央省庁の業務継続計画策定の意義
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の計画として業務継続計画

を策定することを規定

大統領令に基づき連邦各機関に緊急時の重
要業務の継続等を目的とした計画（COOP：
Continuity of Operation）の策定を義務付け中央省庁業務継続

ガイドラインの作成

国際的な動き

○国際標準化機構（ISO）
事業継続に関する国際規格策定の検討

○その他： BCI規格(2002)、米国NFPA1600
(2004)、英国(BS-25999(2006,7)) 等

我が国の民間企業の動向等

○金融機関、製造業等をはじめとした事業継続

計画策定の進行…

○政府の企業向け事業継続ガイドラインの策定
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４．今後の予定等
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５．中央省庁業務継続ガイドラインに基づく作業の流れ

業務影響分析
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業務継続計画の決定
公表版 省庁内版 部局別版 課室等版

○業務継続の方針
○業務継続目標
○主要達成事項 等

○業務継続計画の運用計画
○非常時の対応計画
○横断的対策実施計画
○公表版項目に対応した詳細版 等

○非常時の個別業務実施計画
○省庁内版の項目に対応した
部局内用詳細版 等

○個人別行動計画
○データや鍵等の保管場所等情報
○非常用備品等情報
○上位計画に対応した参考資料 等
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幅広い対策の実施

６．業務継続計画策定のポイント

②非常時の優先業務と役割分担の明確化

①様々な事態の発生を想定した計画策定

③「ルールの変更」も含めた幅広い対策の検討・実施

職員の安否確認は？

業務時間中に発災
した場合、庁舎内の被災者

へはどう対応？

ロッカー
の固定は？
パソコンへの
被害は？

転倒物で
部屋の入り口の
ドアが開かない
場合は？

耐震性が低い
旧館が使用不能！
どうする？

庁舎内の
診療所や売店
の災害時の
役割は？

幹部が
行方不明だ！
どうする？？

要員の確保
は？交代も
考えてる？

休日夜間に発災。庁舎
に参集できる人数は？

庁舎の非常用
電源の容量は？庁舎内の他省庁

との利用調整は？

緊急時の
連絡手段は？

帰宅困難者が
助けを求めてきた場合

の対応は？

現状での対応
力に合わせた
優先業務の
絞り込み

人が足らない。
応援頼む！ 無理だ。

うちも急ぐ
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局長もいないし
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いいのか・・

○○課のＡです。
応援に来ました。計画通り、
電話対応の手伝いで

よいですか

あれ、
Ａさんは
代替拠点
班だと思
ってた自宅が代替拠点の

近くなのですが研修で離れ
た場所にいたんでＢ君と
交代してたんです

首都直下地震の際には、要員の
数（休日・夜間）、電力、水道（トイレも）、その他各種資源

が大きく不足し、庁舎も被災する可能性

計画
無し

計画
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商用電源
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非常用電源
によるバック
アップに対応し
たコンセント

様々な工夫の積み重ね

資源供給にはロジが重要

中央省庁は非常
時の合理的なルールを自
ら提案し又は作成できる
のが最大の特徴

衛星通信の確保例

通勤途上
の場合は？

情報
リスト等
整備


